
●3・4号機の新規制基準を踏まえた追加対策の実施を決定

●津波対策の強化・シビアアクシデント対策の実施を決定



浜岡原子力発電所の地震対策 ①

浜岡原子力発電所の敷地の下には活断層や破砕帯はありません

浜岡原子力発電所は、地震の揺れに強い剛構造としています

敷
地
周
辺
の
活
断
層

陸域の活断層
海域の活断層

H 断層系は、詳細な調査の結果、活
断層ではないことを確認し、意見聴取
会など国の審査においても確認されて
います。
今後もデータ拡充と知見の収集を継続
していきます。

H断層系
（地震を起こしたり､
 地震に伴って動いたりしない断層）

敷地内のH断層系の様子

●「活断層」は、地震を起こしたり、地表に大きなずれを生じさせる可能性のある断層です。
●「破砕帯」は、かたい岩盤が砕けた跡です。ごく近くの活断層が動いたときに引きずられて動
くことにより、地表に大きなずれ
を生じさせる可能性が指摘されて
います。
●浜岡原子力発電所の敷地の下に
は、こうした可能性のある「活断
層」および「破砕帯」はありません。

●ピラミッドのような安定した構造
●岩盤に直接設置
●比較的小さな揺れでも自動停止

●発電所周辺に、陸域と海域で計２５本の活断層を確認しま

した。

●最も大きな揺れを分析し評価したうえで安全性を確認して

おります。

●評価にあたっては、地震学の専門家による議論を踏まえ、

国が定めた評価方法を用いております。 

発電所周辺の活断層の評価を行い、安全性を確認しております

地殻変動は構造物や機器に影響を与えるものではありません

●想定東海地震が起きた場合、御前崎付近で地盤が１ｍ程度隆起することが想定されてい

ます。

●隆起は広範囲にわたりなだらかなものであり、構造物や機器に影響を与えるものではあ

りません。



浜岡原子力発電所の地震対策 ②
内閣府公表結果を踏まえた地震動の影響評価

●「内閣府モデル」※１などに基づいて浜岡原子力発電所の地震動を評価した結果、岩盤上で最
大１，０００ガル程度となりました。
●駿河湾の地震（2009年8月）において5号機の揺れが大きかったことを踏まえて、内閣府モ
デルに対して、5号機の増幅が顕著になることから、当社独自に厳しい条件を設定して評価
した結果、5号機では最大１，９００ガル程度となりました。
●これらの地震動に対しても現状の停止状態において安全性確保に必要な施設の耐震安全性
が確保されていることを確認しました。

※１ 2013年3月に内閣府から公表された「南海トラフ巨大地震の被害想定（第二次報告）」で、南海トラフ沿いにおい
て発生しうる最大クラスの巨大地震として想定した「強震断層モデル」 

安全性のさらなる追求にむけて必要な対策を進めてまいります

浜岡原子力発電所

南海トラフ巨大地震モデル南海トラフ巨大地震モデル

●駿河湾の地震で5号機に見られた増幅を踏まえると、5号機およびその周辺の安全上重要な
施設を中心に、より一層の耐震性の向上が必要と見込まれます。
●今後、内閣府の検討状況や新規制基準を踏まえて、必要な対策を進めてまいります。



浜岡原子力発電所の津波対策 ①
敷地内への浸水を防ぎます

敷地内が浸水しても建屋内への浸水を防止します

一般的な防波堤や防潮堤とは異なり、
岩盤の中から立ち上げた鉄筋コンク
リート製の基礎の上に、鋼構造と鉄骨・
鉄筋コンクリートの複合構造からなる
Ｌ型の壁を結合するなど、地震や津波に
強い構造としています。

防
波
壁
設
置

イ
メ
ー
ジ

地中壁

防波壁

取水槽

基準水位
海抜0m

取水塔

津波による水位上昇

遡上

砂丘堤防

溢水防止壁

海水取水ポンプ

変圧器

原子炉建屋

非常用
ディーゼル
発電機

タービン建屋

放水ピット

海抜22ｍ

海抜6～8ｍ

深さ
10～30ｍ程度

地中部

2m

7m

2m

4m
10～12m

15m6m

岩盤に
根入れ

防波壁の構造

緊急時海水取水ポンプ
原子炉建屋

タービン
建屋

非常用
ディーゼル発電機

海水取水ポンプ

溢水防止壁
浸水量は
防波壁により抑制

2～5号連絡水路
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3号機の外壁強化扉（厚さ：約1m、重さ：約４０t）

新設するポンプ（2台） 新設する防水構造の建屋

自動閉止装置

3号機の内側水密扉（厚さ：約80cm、重さ：約23t）
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浜岡原子力発電所の津波対策 ②
「冷やす機能」を確保します

●電源供給：代替電源を確保する
①ガスタービン発電機を高台に設置　　②災害対策用発電機の原子炉建屋屋上への設置
③予備蓄電池の確保　　　　　　　　　④電源盤および配電盤の高台への設置

●注水：原子炉の中へ直接水を送る
①原子炉へ高い圧力で水を送るためのポンプ用モーターを海水により冷却できない場合
に備え、空冷式の熱交換器を設置
②緊急時の注水確保のため、電源を必要としない可搬式動力ポンプを配備
③発電所に隣接する新野川から専用ホースなどを用いて送水
④水源の多様化を目的とした水タンクを高台などに増設

●除熱：原子炉から発生する熱を取り除く
①電源喪失時にベント操作を行うための窒素ボンベの配置
②中央制御室から直接ベントが行えるよう遠隔操作化
③冷温停止に必要な機器の予備品を確保

●その他
①津波による漂流物（がれきなど）を除去用の重機を配備
②予備品を保管する倉庫を高台に設置
③5号機受電系統の増設、移動式変圧器の高台設置など外部電源の強化



シビアアクシデント対策※２

炉心の著しい損傷を伴うような重大事故に備え、必要な対策を実施します

＜参考＞従来、事業者の自主保安であったシビアアクシデント対策は、新規制基準※３において
規制対象になりました。 

排筒気

使用済
燃料貯蔵
プール

【高台】共用緊急時淡水貯槽

原子炉復水タンク

取水槽

原子炉格納容器

熱交換器

①フィルタベント設備の設置

⑤長期冷却のための代替熱交換器の配備 ②格納容器ペデスタル注水ラインの設置

⑦重要計器等への個別専用電源の配備

③格納容器代替
スプレイ機能の強化

⑥蓄電池容量の増強

④格納容器トップヘッドフランジの冷却機能の確保

格納容器トップヘッド
フランジ
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新規制基準では、従来の基準が強化されるととも、新たにシビアアクシデントに対処するための
対策が盛り込まれています。

規制対象として
シビアアクシデントに備え、
海外の知見をもとに
テロ対策も強化

地震・津波などの
自然災害や火災対策を充実し
電源・冷却設備を強化

従来の安全基準
炉心損傷は想定せず
単一故障のみを想定など（ ）

新規制基準

放射性物質の拡散防止
意図的な航空機衝突への対応
格納容器破損防止対策
炉心損傷防止対策

（複数の機器の故障を想定）

自然現象に対する考慮
火災に対する考慮
信頼性に対する考慮
電源の信頼性
冷却設備の性能
その他の設備の性能
耐震・耐津波性能
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※２ シビアアクシデント ： 炉心の著しい損傷を伴うような重大な事故のこと
※３ 新規制基準 ： 原子力規制委員会によって定められた原子力発電所に適用される
 　 　 新たな規制基準のこと（2013年7月施行） 



災害発生時の対応力の向上
災害対応能力・実践力の向上に努めてまいります

○防波壁の設置などハード面の対策に加え、ソフト面での対策として防災訓練を継続的に実
施しています。
○万が一、原子力災害が発生した場合にも地域と一体となって対策が行えるよう、国・自治体
が計画する防災訓練に積極的に参加し、連携を強化していきます。
○地域の皆さまにご安心いただける発電所を目指し、引き続き、防災訓練の実施や災害発生
時の対応力の向上に取り組んでまいります。 

※格納容器ベント ： 格納容器の圧力の異常上昇を防止し、格納容器を保護するため、放射性物質を含む格納容器内の
気体を一部外部に放出し、圧力を降下させる措置
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浜岡原子力発電所の断面
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